
評価日：令和6年9月30日

令和６年度 施策評価シート（令和４年度・令和５年度評価）

No.5-1

まちづくりの目標 第5章 パートナーシップによるまちづくり（パートナーシップ部門） 評価責任者 市民生活部長

所管部署名 市民生活部市民参加推進課
こども福祉部地域福祉課

1 平和意識の高揚 教育部生涯学習課

2 人権に関する理解の促進

3 市民相談の充実

4 多様性を認め合う社会づくりとジェンダー平等の推進

吉川市平和都市宣言

吉川市人権施策推進指針

吉川市男女共同参画基本計画

設定時の値 実績値① 実績値② 最終目標値
（年度） (年度） （年度） （年度）

44.6%

★

R3 R4 R5 達成度が低い R8

5.9%

★

R3 R4 R5 達成度が低い R8

評価方法 評価の理由・説明 評価点

評価軸 ① 　・達成度100%以上＝4点　・達成度80～99％＝3点

施策の達成状況 　・達成度50～79％＝2点　・達成度49％以下＝1点　

順調（100％以上の達成度）

おおむね順調（80％以上の達成度）

やや順調でない（50～80％程度の達成度）

順調でない（50％未満の達成度）

反映できた

どちらかといえば反映できた

どちらかといえば反映できなかった

反映できなかった

妥当であった

どちらかといえば妥当であった

どちらかといえば妥当でなかった

妥当でなかった ※構成する事務事業については裏面に記載

施策に関する現状と課題 総合評価

（4点満点中）

施策名 第1節
平和で互いを認め合う人権尊重
の社会づくり

関連部署名

関連する
個別計画
・方針等

指標名 単位 達成度

差別や人権侵害がなく、人権が守られてい
ると感じる市民の割合（市民意識調査）

％
79.4 83.9 81.9 85.0 

男女が平等であると感じる市民の割合（市
民意識調査）

％
64.9 66.8 65.5 75.0 

施策成果指標の
達成度の平均

⇒ 25.3% 1点

評価軸 ②
施策の

進捗状況

啓発事業については、概ね実施できているが、市民の意識を
変えていくためにはある程度、継続的な取り組みが必要であ
ることから、現在のところ達成度は低い。

2点

評価軸 ③
市民ニーズ
の反映度

・市民ニーズは市民意識調査などで把握しており、第４次男
女共同参画基本計画において「多様性」をキーワードに毎年
テーマを設け事業に取り組んでいる。
・性的少数者の方の生きづらさ等を軽減するため「パートナー
シップ宣誓制度」の周知に努めた。

4点

評価軸 ④
施策に対する
事務事業の

構成

・平和で互いを認め合う人権尊重の社会づくりのため、十分
な事務事業となっている。 4点

・あらゆる人権問題に対して正しい理解と認識が深まり、差別を許さないという意識が醸成されてきている
が、インターネットへの書き込みなど様々な場面での差別的な行為が問題となっており、今後も引き続き啓
発・教育に取り組んでいく。
・平和意識の高揚については、様々な世代に戦争の悲惨さと平和の尊さを伝えていくことが必要である。
・男女の固定的役割分担について、一人ひとりの意識を変えるよう、継続的に啓発事業を行いすべての人
が暮らしやすいまちづくりを目指していく。

評価軸①～④の
評価点の平均点

3点

今
後
の
展
開

・「吉川市人権施策推進指針」に基づきあらゆる人権問題に対し、正しい理解と認識が深まり、差別を許さないという人権意識を
拡大するため、新たに市民向けの「人権講演会」を実施していく。
・令和７年度は戦後８０年を迎えるため、引き続き若い世代の方々にも参加していただけるよう「平和のつどい」を含めた平和関連
事業を実施し、戦争の悲惨さと平和の尊さを市民に伝えていく。
・男女共同参画社会の実現を目指し、年度ごとにテーマを設定して啓発事業を実施する。

基

本

事

項

施策の展開

施策の目的

・戦争の悲惨さが理解され、争いのない平和な社会
をめざします。
・社会全体で不当な差別を許さない人権尊重社会
をめざします。
・多様性を認め合い、誰もが自分らしく生きる地域
社会をめざします。

施

策

成

果

指

標

施

策

の

評

価

　　



関連する主なSDGｓ

構成する事務事業  

1

2

3

4

5

6

7

8

9

No.5-1

1.貧困 2.飢餓 3.保健・福祉 4.教育 5.ジェンダー 6.水・衛生 7.エネルギー 8.成長・雇用 9.イノベーション

0 0 0 ● ● 0 0 ● 0

10.不平等 11.都市 12.生産・消費 13.気候変動 14.海洋資源 15.陸上資源 16.平和 17.パートナーシップ

● 0 0 0 0 0 ● ●

事務事業 成果指標 事業の方向性
番号 成果指標名 単位 R5目標値 R5実績値 （今後の方針）

301106 戦没者遺族支援事業 出席者数 人 200 217 現状のまま継続

501001 人権推進事業 啓発行事・研修会等参加者数 人 300 309 現状のまま継続

501002 人権擁護事業 人権擁護委員活動延べ人数 人 65 64 現状のまま継続

501003 市民相談事業 法律相談利用率（稼働率） ％ 80 79.9 現状のまま継続

501110 平和関連事業 平和のつどい来場者数 人 200 217 現状のまま継続

501201 男女共同参画推進事業 男女の平等意識 ％ 80 65.5 現状のまま継続

501202 女性総合相談事業 相談率 ％ 50 45 現状のまま継続

501203 配偶者からの暴力防止及び被害者保護事業 DV防止地域サポーター登録者数 人 130 109 現状のまま継続

803108 人権教育推進事業
人権セミナー、人権問題講演会へ
の参加者割合 ％ 0.61 0.56 改善のうえで継続

事　務　事　業　名



評価日：令和6年9月30日

令和６年度 施策評価シート（令和４年度・令和５年度評価）

No.5-2

まちづくりの目標 第5章 パートナーシップによるまちづくり（パートナーシップ部門） 評価責任者 市民生活部長

所管部署名 市民生活部市民参加推進課

1 自治会活動の支援

2 地域による地域課題解決の推進

3 コミュニティ活動・市民活動の支援

4 多文化共生の推進

5 市民参画の推進

6 多様な主体との協働の推進

市民と行政との協働に関する基本指針 

設定時の値 実績値① 実績値② 最終目標値
（年度） (年度） （年度） （年度）

-185.7%

★

R1 R4 R5 達成度が低い R8

-52.4%

★

R2 R4 R5 達成度が低い R8

800.0%

★★★★

R3 R4 R5 達成された R8

評価方法 評価の理由・説明 評価点

評価軸 ① 　・達成度100%以上＝4点　・達成度80～99％＝3点

施策の達成状況 　・達成度50～79％＝2点　・達成度49％以下＝1点　

順調（100％以上の達成度）

おおむね順調（80％以上の達成度）

やや順調でない（50～80％程度の達成度）

順調でない（50％未満の達成度）

反映できた

どちらかといえば反映できた

どちらかといえば反映できなかった

反映できなかった

妥当であった

どちらかといえば妥当であった

どちらかといえば妥当でなかった

妥当でなかった ※構成する事務事業については裏面に記載

施策に関する現状と課題 総合評価

（4点満点中）

施策名 第2節
コミュニティ活動と市民参画・協
働の推進

関連部署名

関連する
個別計画
・方針等

指標名 単位 達成度

協働事業件数 件
28 12 15 35

地域コミュニティ活動に参加した市民の割
合（市民意識調査）

％
37.4 31.6 30.8 50.0 

多文化共生の取組に対する市民満足度（市
民意識調査）

％
64.5 68.2 68.5 65.0 

施策成果指標の
達成度の平均

⇒ 187.3% 4点

評価軸 ②
施策の

進捗状況

コロナ感染症の影響で各事業が実施できない場合があり、達
成度に影響を受けた。 2点

評価軸 ③
市民ニーズ
の反映度

市民ニーズは市民意識調査で把握している。また、誰もが人
とのつながりを持ち、相互に理解し関わりあう地域社会の実
現を目指し、様々な事業を実施した。令和５年度は４年ぶりに
「市民まつり」を開催し大変盛況であった。

3点

評価軸 ④
施策に対する
事務事業の

構成

事務事業の構成は、施策の目標を達成するために十分な内
容である。 4点

・市民と行政の協働は、市政運営における市民参加の推進につながるものであり、市民と職員に対し、情
報提供と意識高揚を図ることは今後も必要である。
・地域コミュニティの必要性について、効果的な啓発やアプローチを今後も引き続き実施していく。

評価軸①～④の
評価点の平均点

3点

今
後
の
展
開

・これまでの市民参画推進や市民活動団体支援に係る取り組みを引き続き行うとともに、様々な主体がそれぞれの資源や知恵を
持ち寄り、まちづくりに参画できる環境と機会の充実を図っていく。
・多様化、複雑化する地域課題の解決のためには、これまで以上に行政だけでなく、市民、地域、NPO、企業など様々な主体が共
に力を合わせまちづくりに取り組み、今後も市民参画や協働を推進する必要がある。

基

本

事

項

施策の展開

施策の目的

・誰もが人とのつながりを持ち、相互に理解し関わ
りあう地域社会の実現をめざします。
・コミュニティ活動等の市民活動が活性化すること
をめざします。
・外国人住民を含むすべての市民が暮らしやすい
多文化共生社会をめざします。
・市民や団体、地域、ＮＰＯ、企業、行政等の多様な
主体が、それぞれの資源や知恵を持ち寄り、まちづ
くりに参画できる環境と機会の充実をめざします。

施

策

成

果

指

標

施

策

の

評

価

　　



関連する主なSDGｓ

構成する事務事業  

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

No.5-2

1.貧困 2.飢餓 3.保健・福祉 4.教育 5.ジェンダー 6.水・衛生 7.エネルギー 8.成長・雇用 9.イノベーション

0 0 0 0 0 0 0 0 0

10.不平等 11.都市 12.生産・消費 13.気候変動 14.海洋資源 15.陸上資源 16.平和 17.パートナーシップ

● ● 0 0 0 0 ● ●

事務事業 成果指標 事業の方向性
番号 成果指標名 単位 R5目標値 R5実績値 （今後の方針）

501101 自治会活動支援事業 自治会加入率 ％ 71.8 61.72 現状のまま継続

501102 認可地縁団体支援事業 認可地縁団体の数 数 43 43 現状のまま継続

501103 コミュニティ施設等整備事業 助成対象自治会の事業実施数 事業 30 76 現状のまま継続

501104 市民まつり事業 来場者の満足度 ％ 90 99 現状のまま継続

501105 市民参画推進事業 市民参画手続の実施回数 件 74 97 現状のまま継続

501106 コミュニティ協議会事業
コミュニティ協議会主催事業の参
加者数 人 520 664 現状のまま継続

501107 協働推進事業 協働事業件数 件 19 15 現状のまま継続

501108 市民活動推進事業
市民活動補償制度登録団体・個
人数 数 360 379 現状のまま継続

501109 市民活動団体支援事業 助成交付要望団体数 数 5 6 現状のまま継続

501204 多文化共生推進事業 翻訳・通訳ボランティア登録者数 人 75 74 現状のまま継続

事　務　事　業　名



評価日：令和6年9月30日

令和６年度 施策評価シート（令和４年度・令和５年度評価）

No.5-3

まちづくりの目標 第5章 パートナーシップによるまちづくり（パートナーシップ部門） 評価責任者 政策室長

所管部署名 政策室　
総務部庶務課

1 積極的な情報の提供

2 広報の充実

3 情報公開制度・個人情報保護制度の適正な運用

設定時の値 実績値① 実績値② 最終目標値
（年度） (年度） （年度） （年度）

-2,973.6%

★

R2 R4 R5 達成度が低い R8

30.0%

★

R3 R4 R5 達成度が低い R8

評価方法 評価の理由・説明 評価点

評価軸 ① 　・達成度100%以上＝4点　・達成度80～99％＝3点

施策の達成状況 　・達成度50～79％＝2点　・達成度49％以下＝1点　

順調（100％以上の達成度）

おおむね順調（80％以上の達成度）

やや順調でない（50～80％程度の達成度）

順調でない（50％未満の達成度）

反映できた

どちらかといえば反映できた

どちらかといえば反映できなかった

反映できなかった

妥当であった

どちらかといえば妥当であった

どちらかといえば妥当でなかった

妥当でなかった ※構成する事務事業については裏面に記載

施策に関する現状と課題 総合評価

（4点満点中）

施策名 第3節 市民と行政の情報共有

関連部署名

関連する
個別計画
・方針等

指標名 単位 達成度

ホームページアクセス数 回
11,906,214 7,024,378 4,657,097 12,150,000

広報よしかわを読んでいる市民の割合（市
民意識調査）

％
80.0 80.2 83.0 90.0 

施策成果指標の
達成度の平均

⇒ -1,471.8% 1点

評価軸 ②
施策の

進捗状況

広報紙やホームページはもとより、SNS、メール配信サービ
ス、テレ玉データ放送やラジオをはじめ、様々な手法で市政
情報の共有を行っており、施策の進捗状況としてはおおむね
順調である。なお、ホームページのアクセス数については、令
和5年7月から「Googleアナリティクス」の解析方法が大幅に仕
様変更されたことに伴い減少したものである。

3点

評価軸 ③
市民ニーズ
の反映度

市民ニーズは市民意識調査において継続的な調査を行って
いる。より多くの方に市政情報を届けるため、情報発信の手
法や高齢や障がい、病気、あるいは他の身体的・認知機能的
な特性により制約や偏りがあっても誰もが情報を入手できる
よう(アクセシビリティ)に配慮をした。

3点

評価軸 ④
施策に対する
事務事業の

構成

事務事業の構成については施策の目的を達成するのに十分
な内容であった。 4点

・これまで各事業において改善等に取り組み、より多くの方に市政情報を共有できるように実施をしてきた。
・ホームページやSNS等のインターネットを通じた情報提供手段が普及し、電子版で広報を閲覧する方も増
えてきていることから、さらなる情報発信が必要である。

評価軸①～④の
評価点の平均点

3点

今
後
の
展
開

・引き続き、身体的・認知機能的な特性により制約や偏りがあっても誰もが情報を入手できるようアクセシビリティに配慮した情報
共有を心掛ける。また、引き続き改善等に取り組み、社会的な背景を鑑み、様々な手法で情報発信を行い、市民満足度の向上を
図る。

基

本

事

項

施策の展開

施策の目的

・市民に的確な情報を伝えることで、市政への理解
と関心が高まることをめざします。
・市民が本市の情報を必要なときに入手できること
をめざします。
・本市の保有している個人情報を本人の権利や利
益を損なうことのないよう適正に管理します。

施

策

成

果

指

標

施

策

の

評

価

　　



関連する主なSDGｓ

構成する事務事業  

1

2

3

4

5

6

7

No.5-3

1.貧困 2.飢餓 3.保健・福祉 4.教育 5.ジェンダー 6.水・衛生 7.エネルギー 8.成長・雇用 9.イノベーション

0 0 0 0 0 0 0 0 0

10.不平等 11.都市 12.生産・消費 13.気候変動 14.海洋資源 15.陸上資源 16.平和 17.パートナーシップ

0 0 0 0 0 0 ● ●

事務事業 成果指標 事業の方向性
番号 成果指標名 単位 R5目標値 R5実績値 （今後の方針）

101201 広報よしかわ等発行事業
広報よしかわ掲載内容や情報量
への市民満足度 ％ 85.00 83.00 現状のまま継続

101202 市ホームページ管理運営事業 ホームページアクセス数 回 12,000,000 4,657,097 現状のまま継続

101203 パブリシティ事務
マスメディア等を通じて市民へ情
報提供された件数 件 70 43 改善のうえで継続

101205 ラジオ番組制作事業 ラジオ放送聴取率 ％ 5.0 3.2 現状のまま継続

101209 市長キャラバン事業 参加者数 人 40 18 現状のまま継続

101314 市民意識調査事業 市民意識調査の回収率 ％ 50.0 37.9 改善のうえで継続

201104 情報公開及び個人情報保護事業 適正な情報公開・個人情報開示率 ％ 100.0 100.0 現状のまま継続

事　務　事　業　名



評価日：令和6年9月30日

令和６年度 施策評価シート（令和４年度・令和５年度評価）

No.5-4

まちづくりの目標 第5章 パートナーシップによるまちづくり（パートナーシップ部門） 評価責任者 総務部長

所管部署名 総務部庶務課
総務部市民課

1 市民生活におけるデジタル化の支援

2 行政のデジタル化の推進

吉川市ＤＸ推進計画

設定時の値 実績値① 実績値② 最終目標値
（年度） (年度） （年度） （年度）

100.0%

★★★★

R2 R4 R5 達成された R8

評価方法 評価の理由・説明 評価点

評価軸 ① 　・達成度100%以上＝4点　・達成度80～99％＝3点

施策の達成状況 　・達成度50～79％＝2点　・達成度49％以下＝1点　

順調（100％以上の達成度）

おおむね順調（80％以上の達成度）

やや順調でない（50～80％程度の達成度）

順調でない（50％未満の達成度）

反映できた

どちらかといえば反映できた

どちらかといえば反映できなかった

反映できなかった

妥当であった

どちらかといえば妥当であった

どちらかといえば妥当でなかった

妥当でなかった ※構成する事務事業については裏面に記載

施策に関する現状と課題 総合評価

（4点満点中）

施策名 第4節 人に優しいＤＸの推進

関連部署名

関連する
個別計画
・方針等

指標名 単位 達成度

自治体DX推進計画対象の行政手続のオン
ライン化業務数

件
0 0 27 27

施策成果指標の
達成度の平均

⇒ 100.0% 4点

評価軸 ②
施策の

進捗状況

・国が定めた「特に国民の利便性向上に資する手続き」につ
いて、導入することが出来たため、達成した。 4点

評価軸 ③
市民ニーズ
の反映度

・国が定めた手続きのため直接的に市民ニーズを反映できて
いないが、全国的な手続き件数等を考慮して選定されたもの
となっている。

3点

評価軸 ④
施策に対する
事務事業の

構成

・基本構想に掲げる将来都市像の実現に向け、各種システム
やDXに関する事務事業により構成されており妥当である。 4点

・デジタル化社会の急速な発展に伴う対応が求められているとともに、将来的な人口減少・職員数減少に
伴いデジタル技術を活用した業務効率化が求められている。
・DX推進の基盤として、全職員を対象としたデジタル人材育成が必要である。

評価軸①～④の
評価点の平均点

4点

今
後
の
展
開

・マイナポータルにセット可能な手続きが増加しているため、追加を検討していく。
・全国的に行政手続きオンライン化の利用件数が少なく、新たなマイナポータルの整備が予定されているため、それに対応してい
く必要がある。

基

本

事

項

施策の展開

施策の目的

・行政のデジタル化を推進し、市民の利便性の向上
と行政の効率化をめざします。
・誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化社会
をめざします。

施

策

成

果

指

標

施

策

の

評

価

　　



関連する主なSDGｓ

構成する事務事業  

1

2

3

4

5

6

No.5-4

1.貧困 2.飢餓 3.保健・福祉 4.教育 5.ジェンダー 6.水・衛生 7.エネルギー 8.成長・雇用 9.イノベーション

0 0 0 0 0 0 0 0 ●

10.不平等 11.都市 12.生産・消費 13.気候変動 14.海洋資源 15.陸上資源 16.平和 17.パートナーシップ

● 0 0 0 0 0 ● ●

事務事業 成果指標 事業の方向性
番号 成果指標名 単位 R5目標値 R5実績値 （今後の方針）

201201 住民情報系システム管理事業 システムの障害件数 件 0 1 改善のうえで継続

201202 行政情報系システム管理事業 システム障害件数 件 0 2 改善のうえで継続

201203 行政ＤＸ推進事業 電子申請利用件数（各課） 件 200 192 改善のうえで継続

201204 地域ＤＸ推進事業
高齢者向けスマホ教室等の参加
人数 人 80 56 改善のうえで継続

203201 住民基本台帳事業
戸籍届と住民異動への対応満足
度 ％ 99 99 現状のまま継続

203203 コンビニエンスストア証明書交付事業 コンビニ交付利用件数 枚 15,000 22,755 現状のまま継続

事　務　事　業　名



評価日：令和6年9月30日

令和６年度 施策評価シート（令和４年度・令和５年度評価）

No.5-5

まちづくりの目標 第5章 パートナーシップによるまちづくり（パートナーシップ部門） 評価責任者 市民生活部長

所管部署名 市民生活部市民参加推進課
政策室

1 国際交流の充実 総務部市民課

2 国内交流の充実

3 広域連携の充実

設定時の値 実績値① 実績値② 最終目標値
（年度） (年度） （年度） （年度）

-

R1 R4 R5 R8

88.9%

★★★

R1 R4 R5 概ね達成された R8

評価方法 評価の理由・説明 評価点

評価軸 ① 　・達成度100%以上＝4点　・達成度80～99％＝3点

施策の達成状況 　・達成度50～79％＝2点　・達成度49％以下＝1点　

順調（100％以上の達成度）

おおむね順調（80％以上の達成度）

やや順調でない（50～80％程度の達成度）

順調でない（50％未満の達成度）

反映できた

どちらかといえば反映できた

どちらかといえば反映できなかった

反映できなかった

妥当であった

どちらかといえば妥当であった

どちらかといえば妥当でなかった

妥当でなかった ※構成する事務事業については裏面に記載

施策に関する現状と課題 総合評価

（4点満点中）

施策名 第5節 都市間連携の充実

関連部署名

関連する
個別計画
・方針等

指標名 単位 達成度

青少年親善訪問団派遣事業参加人数 人
20 - - 20

国内交流事業の交流人数 人
121 0 129 130

施策成果指標の
達成度の平均

⇒ 88.9% 3点

評価軸 ②
施策の

進捗状況

コロナ感染症により青少年親善訪問団派遣事業について
は、実施できなかった。また、国内交流事業については、吉
川・室根交流協会が実施する事業が多くなっている。

2点

評価軸 ③
市民ニーズ
の反映度

市民ニーズは市民意識調査などで把握を行っており、異なる
都市との　継続的な交流により、郷土愛の愛着が高まってい
る。

3点

評価軸 ④
施策に対する
事務事業の

構成

事務事業の構成は、施策の目標を達成するのに十分な内容
である。 4点

・今後も多文化共生意識が広がるよう、岩手県一関市やレイクオスエゴ市と、市民を主体とした相互交流事
業をはじめ、人づくりや地域の活性化に資する事業を継続して実施していく必要がある。
・各団体においては、事業運営の負担や役員の高齢化により新たな協力者の育成が課題である。

評価軸①～④の
評価点の平均点

3点

今
後
の
展
開

・友好姉妹都市であるレイクオスエゴ市との交流を推進するとともに、新たな都市との国際交流の可能性について研究していく。
また、国際友好協会など市民が主体となった国際交流活動の支援を行い、国際交流を担う人材の発掘に努める。
・友好提携を結ぶ岩手県一関市をはじめ、本市と結びつきのある都市との様々な交流事業を推進するとともに、吉川・室根交流
協会の活動や市民が主体となった様々な地域との交流を支援していく。

基

本

事

項

施策の展開

施策の目的

・異なる都市や地域の文化や暮らし等に触れること
で、郷土への愛着が高まるとともに、人と人との交
流が深まることをめざします。
・様々な都市との連携により、地域課題の効果的な
解決と市民サービスの向上をめざします。

施

策

成

果

指

標

施

策

の

評

価

　　



関連する主なSDGｓ

構成する事務事業  

1

2

3

4

No.5-5

1.貧困 2.飢餓 3.保健・福祉 4.教育 5.ジェンダー 6.水・衛生 7.エネルギー 8.成長・雇用 9.イノベーション

0 0 0 ● 0 0 0 0 0

10.不平等 11.都市 12.生産・消費 13.気候変動 14.海洋資源 15.陸上資源 16.平和 17.パートナーシップ

0 0 0 0 0 0 ● ●

事務事業 成果指標 事業の方向性
番号 成果指標名 単位 R5目標値 R5実績値 （今後の方針）

101306 広域圏行政推進事業 広域的に取り組んだ事業の数 件 3 3 改善のうえで継続

203205 広域斎場負担事業 斎場式場利用者の総合的な印象 ％ 90 91.66 現状のまま継続

501205 国際交流推進事業
レイクオスエゴ市との交流事業実
施数 事業 1 2 現状のまま継続

501206 国内交流推進事業 交流事業の延べ参加者数 人 200 196 現状のまま継続

事　務　事　業　名



評価日：令和6年9月30日

令和６年度 施策評価シート（令和４年度・令和５年度評価）

No.5-6

まちづくりの目標 第5章 パートナーシップによるまちづくり（パートナーシップ部門） 評価責任者 政策室長

所管部署名 政策室　
総務部財政課

1 行政運営マネジメントの推進 会計課

2 行財政改革の推進 総務部市民課

3 地方分権の推進

4 組織体制の整備

5 人事管理の充実

吉川市まち・ひと・しごと創生総合戦略

よしかわ行財政改革大綱

吉川市ＳＤＧｓ推進方針

吉川市定員適正化計画

吉川市人材育成基本方針

設定時の値 実績値① 実績値② 最終目標値
（年度） (年度） （年度） （年度）

-25.0%

★

R1 R4 R5 達成度が低い R8

20.9%

★

R3 R4 R5 達成度が低い R8

評価方法 評価の理由・説明 評価点

評価軸 ① 　・達成度100%以上＝4点　・達成度80～99％＝3点

施策の達成状況 　・達成度50～79％＝2点　・達成度49％以下＝1点　

順調（100％以上の達成度）

おおむね順調（80％以上の達成度）

やや順調でない（50～80％程度の達成度）

順調でない（50％未満の達成度）

反映できた

どちらかといえば反映できた

どちらかといえば反映できなかった

反映できなかった

妥当であった

どちらかといえば妥当であった

どちらかといえば妥当でなかった

妥当でなかった ※構成する事務事業については裏面に記載

施策に関する現状と課題 総合評価

（4点満点中）

施策名 第6節 効果的・効率的な行政運営

関連部署名

関連する
個別計画
・方針等

指標名 単位 達成度

事務事業評価の達成度 ％
80.2 78.6 79.5 83.0 

市民サービスへの取組に対する市民満足
度（市民意識調査）

％
73.3 74.0 74.7 80.0 

施策成果指標の
達成度の平均

⇒ -2.1% 1点

評価軸 ②
施策の

進捗状況

・成果指標については、過去の平均値に対し毎年上昇を目指
すものであるが、既に高い水準にあるため達成困難となって
いる。
・令和4年度まではコロナの影響により各種事業が実施でき
なかったことなども影響し、一部事業で達成度が低くなった。

3点

評価軸 ③
市民ニーズ
の反映度

・個別計画等の策定や各種事業の実施に当たっては、吉川
市市民参画条例に基づき、市民参画手続きにより意見聴取
を行うなど、市民と市との協働によるまちづくりに努めている。

4点

評価軸 ④
施策に対する
事務事業の

構成

・基本構想に掲げる将来都市像の実現に向け、効果的な行
政運営の実施や、効率的な業務執行を図る事務事業により
構成されており妥当である。 4点

・これまでの継続的改善の取組により、各事業において効率化が図られてきた。
・少子高齢化や人口減少を背景として、多様化する市民ニーズや新たな行政課題に対する柔軟かつ迅速
な対応が求められている。
・効果的かつ効率的な行政運営を行うため、限られた資源の効率的な活用や、民間手法の研究などを引き
続き推進していく必要がある。
・職員一人ひとりの資質の向上が不可欠となっている。

評価軸①～④の
評価点の平均点

3点

今
後
の
展
開

・第6次吉川市総合振興計画前期基本計画を計画的に推進するため、社会経済情勢等の変化に応じ実施計画の見直しを行って
いく。
・事務事業の見直しや、継続的な改善により、市民満足度の向上を図る。
・市民ニーズの多様化や社会情勢の変化に対応していくため、職員研修を充実することにより職員の資質向上を図るとともに、適
正な定員管理に努めていく。

基

本

事

項

施策の展開

施策の目的

・行政サービスの安定的な提供と継続的な改善を
めざします。
・基礎自治体としての自己決定、自己責任により、
地域課題を解決することをめざします。
・社会情勢等により変化する行政需要に迅速かつ
的確に対応できる組織をめざします。
・優れた人材の確保とともに、職員研修の充実によ
り職員の能力の向上をめざします。

施

策

成

果

指

標

施

策

の

評

価

　　



関連する主なSDGｓ

構成する事務事業  

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

No.5-6

1.貧困 2.飢餓 3.保健・福祉 4.教育 5.ジェンダー 6.水・衛生 7.エネルギー 8.成長・雇用 9.イノベーション

0 0 0 0 0 0 0 0 0

10.不平等 11.都市 12.生産・消費 13.気候変動 14.海洋資源 15.陸上資源 16.平和 17.パートナーシップ

0 0 ● 0 0 0 ● ●

事務事業 成果指標 事業の方向性
番号 成果指標名 単位 R5目標値 R5実績値 （今後の方針）

101307 企画調整事業 事務事業評価の達成度 ％ 85.0 79.5 現状のまま継続

101309 地方分権推進事務 県特例条例による移譲事務 件 52 52 他の事業に統合

101310 総合振興計画策定・管理事業
実施計画に掲載された新規事業
及び拡充事業の数（再掲含む） 事業 20 77 現状のまま継続

101312 ＳＤＧｓ推進事業 市民のＳＤＧｓ認知度 ％ 60.0 84.2 現状のまま継続

101315 行財政改革推進事業
進捗管理で当該年度の取組状況
が「計画通り」と評価された割合 ％ 90.0 100.0 改善のうえで継続

101316 ＩＳＯ９００１供給者適合宣言事業 市民サービスに対する満足度 ％ 80.0 74.7 改善のうえで継続

101317 行政評価事業
事務事業評価の業績評価（成果
評価）割合 ％ 85.0 79.5 改善のうえで継続

101401 職員研修事業 意識変化率 ％ 90.0 95.0 現状のまま継続

101405 人事管理事務
育児及び介護支援制度の申請件
数 件 40 79 現状のまま継続

101410 職員採用事務 職員採用者数 人 10 24 現状のまま継続

203204 旅券事務事業 旅券の交付件数 件 1,500 1,767 現状のまま継続

902101 出納管理事務事業 事前検査指摘件数の割合 ％ 0 0 改善のうえで継続

事　務　事　業　名



評価日：令和6年9月30日

令和６年度 施策評価シート（令和４年度・令和５年度評価）

No.5-7

まちづくりの目標 第5章 パートナーシップによるまちづくり（パートナーシップ部門） 評価責任者 総務部長

所管部署名 総務部財政課
総務部課税課

1 計画的な財政運営 総務部収納課

2 財源の確保 教育部教育総務課

3 公有財産マネジメントの推進

吉川市公共施設等総合管理計画

吉川市公共施設長寿命化計画

設定時の値 実績値① 実績値② 最終目標値
（年度） (年度） （年度） （年度）

-

★★★★

R2 R4 R5 達成された R8

-100.0%

★

R2 R4 R5 達成度が低い R8

評価方法 評価の理由・説明 評価点

評価軸 ① 　・達成度100%以上＝4点　・達成度80～99％＝3点

施策の達成状況 　・達成度50～79％＝2点　・達成度49％以下＝1点　

順調（100％以上の達成度）

おおむね順調（80％以上の達成度）

やや順調でない（50～80％程度の達成度）

順調でない（50％未満の達成度）

反映できた

どちらかといえば反映できた

どちらかといえば反映できなかった

反映できなかった

妥当であった

どちらかといえば妥当であった

どちらかといえば妥当でなかった

妥当でなかった ※構成する事務事業については裏面に記載

施策に関する現状と課題 総合評価

（4点満点中）

施策名 第7節 持続可能な財政運営

関連部署名

関連する
個別計画
・方針等

指標名 単位 達成度

実質公債費比率 ％
7.5 6.6 6.3 10.0以下

市税の収納率（現年分） ％
99.3 99.3 99.2 99.4 

施策成果指標の
達成度の平均

⇒ -100.0% 1点

評価軸 ②
施策の

進捗状況

・成果指標について、実質公債費比率は低下しており最終目
標値を達成できるめどは立っている。市税の収納率（現年分）
は令和5年度に0.1ポイント低下したがおおむね横ばいで推移
しており最終目標値の達成も見込める。
・健全な財政運営が行われている。

3点

評価軸 ③
市民ニーズ
の反映度

・市の行政運営における持続可能な財政運営は潜在的に市
民が求めるニーズであり、成果指標や基金残高等から見ても
健全な財政運営を求める市民ニーズに応えられている。

4点

評価軸 ④
施策に対する
事務事業の

構成

・歳入の根幹をなす市税の確保に係る事業や財政運営等に
係る事業等で構成されており妥当である。 4点

・令和７年度以降、公債費が約24億円で高止まりする見込みであり実質公債費比率の悪化が想定される。
・エネルギー価格や物価の高騰、賃金上昇等に伴い経常経費の増加への対応も課題である。
・市税の収納率（現年分）は既に高い水準となっているが、公平・公正な徴収に努める中で収納率の向上を
図る。

評価軸①～④の
評価点の平均点

3点

今
後
の
展
開

・国や県の支援制度や、交付税措置のある地方債の有効活用を図る。
・基金を効果的に活用し、年度間の財政収支に偏りが生じないよう努める。
・適正な課税と公平・公正な徴収に取り組み、収納率の向上に努める。

基

本

事

項

施策の展開

施策の目的

・計画的な行政運営を推進するために必要な財源
が確保できるよう、継続的かつ安定的な財政運営
をめざします。
・行政サービスの提供に必要となると公有財産の
効果的・効率的で適正な管理をめざします。

施

策

成

果

指

標

施

策

の

評

価

　　



関連する主なSDGｓ

構成する事務事業  

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

No.5-7

1.貧困 2.飢餓 3.保健・福祉 4.教育 5.ジェンダー 6.水・衛生 7.エネルギー 8.成長・雇用 9.イノベーション

0 0 0 0 0 0 0 0 ●

10.不平等 11.都市 12.生産・消費 13.気候変動 14.海洋資源 15.陸上資源 16.平和 17.パートナーシップ

0 ● ● 0 0 0 ● ●

事務事業 成果指標 事業の方向性
番号 成果指標名 単位 R5目標値 R5実績値 （今後の方針）

202101 予算編成・予算管理事務事業 財政調整基金の年度末残高 千円 1,447,130 1,487,585 現状のまま継続

202102 決算分析事業 ホームページのアクセス数 件 3,200 1,924 現状のまま継続

202103 起債管理事業 実質公債費比率 ％ 6.3 6.3 現状のまま継続

202201 庁舎管理事業 庁舎内における事故発生件数 件 0 0 現状のまま継続

202202 集中管理車管理事業 車両稼働日数 日 245 277 現状のまま継続

202203 バス管理事業 車両事故件数 件 0 0 現状のまま継続

202204 特別職車両運転業務 事故件数 件 0 0 現状のまま継続

202205 公有財産等管理事業 公有地に対する苦情件数 件 0 0 現状のまま継続

202206 契約事務事業 契約締結件数 件 320 407 現状のまま継続

202207 旧庁舎管理事業 庁舎跡地の方向性の決定 件 1 1 現状のまま継続

202301 市有建築物営繕事業 施設劣化調査の達成度 ％ 100.0 100.0 現状のまま継続

204101 住民税賦課事務
未申告者の内、申告となった人数
の割合 ％ 60 48.13 現状のまま継続

204102 法人市民税賦課事務 法人市民税調定額 千円 360,000 399,138 現状のまま継続

204103 軽自動車税賦課事務 軽自動車税（環境性能割） 千円 8,000 8,649 現状のまま継続

204104 たばこ税調定事務 市たばこ税調定額 千円 487,000 522,801 現状のまま継続

204201 固定資産税評価課税事務（土地） 固定資産税調定額（土地） 千円 1,730,000 1,740,578 現状のまま継続

204301 固定資産税評価課税事務（家屋） 固定資産税調定額（家屋） 千円 1,900,000 1,897,739 現状のまま継続

204302 固定資産税償却資産課税事務 固定資産税調定額（償却資産） 千円 528,672 543,727 現状のまま継続

205101 市税収納整理事務 市税・国民健康保険税収納額 千円 11,239,000 11,530,176 現状のまま継続

205102 市税滞納整理事務 市税収納率（現年課税分） ％ 99.4 99.3 改善のうえで継続

205201 税外債権管理事務
徴収事務移管分の滞納繰越分収
納率 ％ 35 27.5 現状のまま継続

801117 学校給食費（過年度分）徴収事業 過年度分収納率 ％ 55 44.63 他の事業に統合

事　務　事　業　名


